
（回答①）次年度以降、児童センターで実施している子育てフリー相談の中で人権に関する相談があった
場合には、「相談件数○件（うち人権に関する相談○件）」と記載するよう考えております。



（回答②）芦屋市人権教育推進協議会との連携につきましては、総会や研修会等に出席し、
連携を図っております。また、様々な人権課題に対する啓発が行えるよう、上宮川文化センターで
実施している啓発事業（映画会、講演会等）の情報提供を行っています。
掲載できる事業がありましたら、報告いたします。

（回答③）本市では、人権教育・人権啓発に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、
芦屋市人権教育・人権啓発推進本部を設置していますが、隣保館長が推進本部幹事会や専門部会の委員と
なっているため、懇話会の事務局として参席することは考えておりません。







（回答④）ご指摘いただいた法令を含め、市職員として人権に関する法令等について理解を深めていく
必要があると考えております。職員意識調査の結果を踏まえ、令和８年度は、ヘイトスピーチや
部落差別をテーマとした職員人権研修を実施し、研修の中で法や本市の事例等に触れる予定です。
今後につきましては、継続して人権意識を高めるための研修を実施してまいります。



（回答⑤）こどもの結婚相手が同和地区の人の場合の対応として、「反対する理由にはならないので、
当然結婚を認める」、「こどもの意志を尊重する」と回答した割合が増えたことは、これまで取り組んで
きた人権教育・人権啓発の一定の効果があったものと考えております。
一方で結婚を認めることに否定的な方や「わからない」と回答した方も一定数いることから、
継続して、人権教育・人権啓発を行っていく必要があると考えております。


